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水利施設等保全高度化事業(大崎西部3期地区)

市町村 その他

（令和4年度)

5.0億円 1.7億円 1.7億円
（平成22年度)

再評価時
23.3 億円 0.8億円 11.7億円 7.0億円

(農家)

全　体　事　業　費

内用地費

及　　　び

8.3億円

【事業内容の変更状況とその要因】

事 業 名 補助・単独の別 補助

2 か所

ｍ

　 宮城県大崎市の西部に位置し，地区の北部を一級河川江合川，南部を一級河川鳴瀬川支川の多田川に挟
まれた県内有数の穀倉地帯である。
　 この地区のかんがい用水は，一級河川江合川に造成された「大堰頭首工」により取水されているが，下流部
に位置していることから恒常的な用水不足を呈しており，水路の堰上げや揚水機による反復利用及び番水等
により辛うじて用水不足に対処している状況にある。
　 このため，不足する用水について国営かんがい排水事業大崎地区により，江合川支川岩堂沢に岩堂沢ダム
（堤高=68.0m，堤長=200.0m，有効貯水量=13,000千m３）を築造し，国営大崎西部地区で基幹用水施設が改修
され，本事業によりその末端整備を図ることにより用水の安定供給と用水管理の合理化を図り，農地の高度利
用等を促進することにより農業の構造改革に資することを目的とする。

用 水 路 工 Ｌ＝ 5,789

4

根拠 法令

事

業

の

概

要

(令和 年度)

頭 首 工 Ｎ＝

事 業 費

費　用　負　担　内　訳

国 県

　・千刈江用水路工の延長が，詳細設計の結果，路線位置が変更となりＬ＝12m減となった。

事業着手時
16.7 億円 0.8億円

　  なった。

事業主体

用 水 路 工 Ｌ＝ 6,653

か所

ｍ

土地改良法

事業目的

事業内容

宮  城  県

施行 地名
おおさきし　 かみぐんかみまち

管理主体
大崎市

大崎市，加美郡加美町 大崎土地改良区

(平成 年度)

7 月 19 日

事 業 担 当 課 農村整備課

別記様式第１号

再 評 価 調 書

調 書 作 成 年 月 日 令和 4 年

2.3億円 2.3億円

　・西古川用水路工の延長が，詳細調査の結果，既設水路の利用が可能となりＬ＝993m減となった。

　・平柳用水路工の延長が，用地買収の不成立により路線位置の変更を余儀なくされ，Ｌ＝202m増と

22

事 業着 手時

○　用水路工は　Ｌ＝864ｍ　の減となった。

　・上堰用水路工の延長が，詳細設計の結果，Ｌ＝61m減となった。

補  償  費 50 30 10 10

頭 首 工 Ｎ＝ 2

再 評 価 時

1



＝（ － ） ／ ＝ ％

【事業費の変更状況とその要因】

○上堰頭首工：

○大筒頭首工： ゴム堰本体と取水樋門の躯体が既設利用可能となり，工事費が減となった。

○西古川用水路工：現地調査の結果，既設利用可能区間が増えたことにより，工事費が減となった。

○付　 帯　 工： 河川協議及び地元調整の結果，旧樋管撤去等において，川表側に鋼矢板による

二重締切工が必要となり，工事費が増となった。

○測量試験費：

○事業費増減対照表

12.7億円

16.7億円

一式

12.6%

一式

+1.2億円

0.0%

0ヶ所

17.9億円

8.7億円

+1.4億円

増     減
(再評価時－事業

着手時)

事業費

+1.6億円

15.0%

3.5億円

3.4%

21.2%

(物価変動等)
0.8億円の増額。
（工法変更）
1.6億円の増額。

変更の主な理由

39.52

事業量 事業費

(物価変動等)
1.6億円の増額。
(工法変更）
▲0.4億円の減額。

   事業実施計画の見直しにより，工法変更及び事業量変更で1.3億円の増額，物価変動等で5.3億
円の増額となっており，全体額が6.6億円の増額となった。

2ヶ所 3.5億円 2ヶ所 4.7億円

事業着手時

▲ 864m

事業量 事業費

再評価時

（令和4年度)

+2.4億円

78.8%

+5.2億円

(物価変動等)
2.6億円の増額。
（工法変更・事業量変更）
▲1.0億円の減額。

一式

一式

+6.6億円

100%

23.3億円

－

0.0%

－

6.6%

1.1億円

100%100%

4.8%

※ 「その他工事費等」には,工事雑費,事務費が含まれる。

13ヶ所 2.1億円 13ヶ所 4.5億円 0ヶ所

6,653m 7.1億円 5,789m

2.1億円

0.8億円

一式

一式

0.8億円

4.7%

一式

(物価変動等)
0.3億円の増額。
（工法変更・事業量変更）
1.1億円の増額。

事

業

の

概

要

※事業費増加度(重点評価実施基準　指標４)

再評価時事業費 事業着手時事業費 事業着手時事業費

合　　計

1.1億円

その他工事費等

用地費及び補償費

一式測量及び試験費

付帯工

用水路工

頭首工

本工事費

事業量

76.8%

（平成22年度)

76.0%

一式

※ 「物価変動等」には,請負差金,ｺｽﾄ縮減が含まれる。

事業計画の見直しによる調査設計費及び新たな文化財調査が必要となり，増となった。

河川協議及び地元調査の結果、仮回し水路のルート変更及び工法変更が必要とな
り、工事費が増となった。
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○計画変更は土地改良法に基づく事業計画の変更を示す。

○再評価時の完成予定年度は，今回再評価算定時に際し見直したもの。

※事業停滞年数(重点評価実施基準　指標１)＝ 年

○進捗率

令和 年度までの ※ （　　　） ： 前回再評価時

（ ） （ ） （ ） （ ）

億円 ％ 億円 ％

※事業工程乖離度(重点評価基準　指標２)

＝（ 累加投資事業費 ／ 現全体事業費 ）－（ ／ 現全体事業費 ）

＝（ ／ ）－（ × ／ ）

＝

・ 頭首工は，大崎土地改良区が維持管理や操作を行っていく。

・

計 画 変 更 実 施 年 度 H.

2.29

及び補償費

累計年単純割額

23.3億円 ／ 16 12

用水路は，大崎土地改良区が草刈りや江払い等の維持管理を行っていく。

年度

－ 年度

4.4 ％

23.3億円

進捗率

3

【事業の進捗状況（順調でない場合にはその要因）】

　ほ場整備事業地区計画と本事業の用水路路線計画との整合調整や，頭首工整備(2か所)及び旧樋管
撤去(13か所)に係る河川協議及び地元調整が必要となった。
　また，東日本大震災の影響で，沿岸部の復旧・復興事業が集中的に実施され，予算及び人員の重点
配分がなされたため，当地区を含めた内陸部の事業地区の進捗が全体的に遅延したほか，平成27年9
月関東・東北豪雨及び令和元年東日本台風被害の復旧対応が発生し，事業の進捗に影響を受け工事
の遅れが生じたものの，事業完了に向けて進めている。

【今後の進捗の見込み（事業スケジュール表後揭）】

   工事の進捗は，頭首工2か所が完成し，用水路工が2路線完成，2路線未完成（R4年度完成予定）と
なっている。
   今後は，付帯工（旧樋管（7か所）撤去，注水工１か所）を整備する予定となっている。
   頭首工の完成までの工程に遅れが生じたことから，計画どおりに工事の進捗を図りたい。

施設管理の予定・管理状況

   施設管理については土地改良法手続き上で，予定管理者が決められており，事業に係わる供用が開始
された頭首工，用水路工及び今後整備される施設は，土地改良区が維持管理を行う。

事

業

の

概

要

22 年度

22 年度） （令和

23 年度

－ － － －

事業費 進捗率 内用地費

－

R. 7

工 事 着 手 予 定 年 度 H. 22 年度 工 事 着 手 年 度 H.

事業の進捗状況 規則第24条第1号関係

○事業期間

事 業 着 手 時 再  評  価  時

4 年度）（平成

年度 用 地 買 収 着 手 年 度 H.

事 業 採 択 予 定 年 度 H. 22 年度 事 業 採 択 年 度 H.

26

18.5億円 23.3億円

79.4 － 75.0 ＝

完 成 予 定 年 度 H. 28 年度 完 成 予 定 年 度

18.5 79.4 0.4 50.0

年度用地買収着手予定年度 H. 22

※事業工期延伸度(重点評価実施基準　指標３)＝（変更後予定事業期間）/（当初予定事業期間）＝

3



○地元情勢，地元の意見

上 位 計 画 等

   本地区の上位計画は国営かんがい排水事業の大崎地区及び大崎西部地区である。
   大崎地区は，大崎西部地区の用水安定供給を図ることを目的とし，水源として岩堂沢ダムを築造して
おり，平成21年度に完成している。
   また，大崎西部地区は，頭首工4か所，揚水機場1か所，幹線用水路3路線，排水機場1か所，排水路1
路線，用水管理施設1棟を整備して平成17年度に完了している。
   上位の施設が供用され，地区の基幹水利施設が整備されたことにより，地区への用水が安定的に供給
され，確実に用水不足が解消し，水管理の合理化や維持管理の軽減など大幅な事業効果の発現が図ら
れている。

事業を巡る社会経済情勢等

　本地区は,広大で肥沃な沖積平野が広がり,先人から継承された巧みな水管理は,「大崎耕土」と称され
る豊穣の大地を築き,2017年に世界農業遺産として認定された。「ササニシキ」,「ひとめぼれ」発祥の地で
もあり,良質米を生産する宮城県最大の穀倉地帯である。
　しかしながら,地区内では恒常的な用水不足を呈しており，長年に渡り水路の堰上げや揚水機を設置し
ての反復利用，番水制により用水不足に対処していた状況である。
   地区内では，ほ場整備敷玉西部地区を含む6地区が完了しており，現在は千刈江地区を実施してお
り，用水末端等の圃場の条件整備も完了間近となっている。
   事業効果の早期発現へ向けて，地元関係者からの期待が寄せられており，本事業地区の早期完成に
向けて引き続き推進していくこととしている。

規則第24条第２号関係

○社会経済情勢

　  国営かんがい排水事業大崎地区は，大崎西部地区の水源となる岩堂沢ダムが完成し，平成２１年度
に事業完了となっている。国営かんがい排水事業大崎西部地区についても平成１７年度に事業が完了
し，基幹施設である頭首工，揚水機場および幹線用水路が整備され，用水が供給されている。
　 大崎地域では，上記事業の関連事業となっているほ場整備事業地区も順次実施され，ほ場の大区画
化が進む中，国営事業の基幹用水の末端整備を実施している。国営附帯県営かんがい排水事業大崎
西部地区，大崎西部２期地区は既に完了しており，本事業地区の早期完了の要望は高い。

事

業

の

必

要

性
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供用状況（Ｒ３まで）

・頭　 首　 工 Ｎ ＝ 2か所 2か所

・用 水 路 工 Ｌ ＝ 5,065 ｍ 5,789 ｍ （ 2 路線 4路線 ）

○国営かんがい排水事業　
事

業

の

効

率

性

213.8億円 100%

進捗率

大崎地区 H5～H21 10,425ha 351.8億円 ダム

事 業 効 果

100%

頭首工，揚水機場，排水機場
幹線用水路，排水機場
排水路，用水管理施設

大崎西部地区 S60～H17 4,621ha

／ ／

○想定される事業効果

　 本事業の整備改修と併せて，関連するほ場整備事業7地区が採択され，うち6地区が完了している。こ
れらの関連する生産基盤整備を着実に推進することが，将来の農業複合経営を可能とし，担い手への利
用集積の促進，新たな生産組織の育成を行うことにより，農業経営の大規模化が促進される。

　 ・用水路工２路線（L=724m）が，令和４年度に完成予定。

事業費 事業内容

○効果の発現状況
事

業

の

有

効

性

関連事業の概要・進捗状況等

地区名

　 農地に安定した農業用水を供給するため，基幹的なダム，頭首工，揚排水機場，用水路等の整備を
行っている。

工期 受益面積

／

5



○県営かんがい排水事業

○団体営かんがい排水事業

○県営農地整備事業

（単位：千円）

大崎西部地区 H5～H10 566ha 28.6億円 排水路 100%

地区名 工期 受益面積 事業費 事業内容 進捗率

大崎西部2期地区 H12～H23

831ha 0.3億円 用水路

用水路 100%

用水路 100%

▲ 245,175

　 県営の幹線用排水路から末端水路の接続する支線用排水路の新設・改修を行っている。

地区名 工期 受益面積 事業費 事業内容 進捗率

　 区画の整理や道路と用排水路を整備し，汎用耕地による土地利用率の向上を図り，大型機械化営農
による生産性の向上を図る。

犬丸江地区 S49～S51 265ha

2.9億円

478ha 15.8億円 揚水機場，用水路

　 国営の基幹用排水路から末端水路の接続する幹線用排水路の新設・改修を行っている。

100%

緒絶川地区 S48

規則第24条第3号関係

西古川地区 H6～H11 100%

平柳地区 S61～H9

H11～H23 147ha

区画整理志田地区

区画整理 100%

53ha 7.7億円 区画整理

多田川左岸地区

H8～H17

100%

宮袋地区 S44～S45 465ha 0.3億円 用水路 100%

コスト縮減計画 規則第24条第4号関係

大筒頭首工

西古川用水路

地方事務費（事務的経費）

22.9億円 区画整理 100%

100%419ha 54.0億円

124ha 16.4億円

100%

敷玉西部地区 H12～H30 241ha 28.8億円 区画整理 100%

100%

米倉江地区 S24 38ha 0.4億円

受益面積 事業費 事業内容 進捗率工期

主なコスト縮減の要因 コスト縮減額

▲ 11,675

ゴム堰本体と取水樋門の躯体を既設利用することにより縮減を図った。 ▲ 167,500

水路の一部区間を既設利用することにより縮減を図った。 ▲ 66,000

事

業

の

効

率

性

南沢下地区 H6～H12 161ha 22.2億円 区画整理

　 本事業地区は，土地改良法に基づき国営附帯県営事業として地域から申請された事業で，地域に代
わって県が事業を実施しており，上位の国営事業により全体計画されているため，当該事業及び関連ほ
場整備事業もこれに基づく分水位置や用水量により事業を実施している。
　また，残事業は，用水路工及び付帯工の一部を残すのみである。
　以上のことにより，頭首工及び用水路の整備はほぼ完了間近であり，当初事業計画より大幅な変更もな
く実施されていることから，代替案はない。

千刈江地区 H22～R4 150ha 18.9億円 区画整理 99%

九ヶ村江地区 S49～S54 675ha

上記に伴う縮減

計

工　　種

代替案との比較検討

地区名

0.4億円 用水路

6



※ 残事業費の各効果項目については,各主要工種の残事業費率により算定している。

【便益の概要，主な算出根拠等】

【事業着手時との違いの要因】

・転作率の変更及び導入作物の変更による効果発生面積の変更

・基準年度の変更による現在価値化算定の変更

・単価及び係数等の変更

費

用

項

目

国産農産物安定供給効果 -　　　　 58,401  2,329  

建設費 24,569,637  25,228,737  552,223  

維持管理費 -　　　　 -　　　　 -　　　　

総費用 24,569,637  25,228,737  552,223  

基準年(R3年)

<全体> ＜全体＞ ＜残事業＞

▲ 23,547  ▲ 939  

耕作放棄防止効果

606,183  

費用便益比(Ｂ／Ｃ) 1.07  1.38  2.51  

便

益

項

目

事

業

の

効

率

性

費用対効果 規則第24条第5号関係

根拠マニュアル：

　（事業着手時） 新たな土地改良の効果算定マニュアル 【農林水産省農村振興局企画部】 （平成19年6月）

　（再評価時） 新たな土地改良の効果算定マニュアル 【農林水産省農村振興局企画部】 （平成27年9月）

社 会 的 割 引 率 ： 4 ％

総 合 耐 用 年 数 ： 36 年

便 益 算 定 期 間 ： 56 年

区　　　　　　分

事業着手時 再評価時

基準年(Ｈ21年)

現在価値（Ｃ） 24,569,637  27,708,676  

1,526,356  

5  0  

総便益 1,279,409  1,131,302  45,131  

営農経費節減効果 846,546  777,423  31,014  

維持管理費節減効果 ▲ 22,163  

0  

国産農産物安定供給効果 ：土地改良事業の実施により農用地や水利条件の改良等がなされることに伴って，

その受益地域において維持・向上するとみなされる国産農産物の安定供給に対

して国民が感じる安心感の効果

作物生産効果 ：農産物を量的に増加させる効果及び作物生産が維持される効果

営農経費節減効果 ：区画整理により作物生産に要する経費が節減される効果

維持管理費節減効果 ：維持管理に係る経費が節減される効果

耕作放棄防止効果 ：土地改良施設の更新に伴って耕作放棄の発生が防止される効果

作物生産効果 455,021  319,025  12,727  

現在価値化(Ｂ) 26,320,490  38,260,961  
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総
合
評
価

対応方針（案）

環

境

へ

の

影

響

と

対

策

影響と対策

   本地区は，一級河川江合川と多田川に囲まれた平坦肥沃な耕土を展開する水田地帯で，河川には小魚
が多く生息し，堤防や茂みには多くの小動物や野鳥が生息する自然豊かな環境に恵まれた地域である。
　事業で整備する頭首工には魚道を設置し，魚類のネットワークの確保を図る。 また，市の田園環境整備
マスタープランに基づき，施工中に発見した貴重な動植物の移植や，低排出型・低騒音型の建設機械を使
用することで，環境への影響を最小限にとどめる。

地域指定状況等

    大崎市の田園環境整備マスタープランにおいて，本地区は農業振興区域全域を範囲とする環境配慮区
域となっており，工事の実施にあたり環境に与える影響の緩和を図るなど，環境との調和に配慮する地区と
して位置づけている。

　事業継続

8



項　　　目 H22 H23 H24 H25 H26 H2７ H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

： 事業着手時

： 再評価時

事

業

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

表

頭首工

用水路工

付帯工

測量及び
試験費

用地費

補償費
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